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令和８年度 居宅介護支援事業所等集団指導 連絡事項等 

指定取消等行政処分の状況について  【 令和８年３月 全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料より 】 
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指定取消等行政処分の具体的内容について 

令和７、８年度（地域密着型サービス）処分通知等より 

事例１）千葉県千葉市 

１ 処分の内容 

指定効力の全部停止（３ヶ月間のサービス提供及び介護報酬請求の停止） 

２ 不利益処分の理由 

毎月のモニタリング結果の記録が無いなど、運営基準減算に該当する運営基準違反があったため、居宅サービス計画費を減額して

請求すべきところ、そのことを知っていたにもかかわらず、所定の減算を行わずに介護報酬を不正に請求し、受領した。（介護保

険法第８４条第１項第６号該当） 

３ 事業者に対する経済上の措置 

上記の不正に受領した介護報酬について返還させるほか、返還額に１００分の４０を乗じて得た加算額を支払わせる。 

 

事例２）鳥取県鳥取市 

１ 処分の内容 

  指定の全部効力停止３か月     

２ 指定効力停止の期間  

令和８年２月１１日から令和８年５月１０日  

３ 指定効力停止の理由  

（人格尊重義務違反 法第８４条第１項第４号）  

居宅介護支援事業者は利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければならない

が、管理者である主任介護支援専門員が利用者１名に対し、利用者の自宅に無理やり押しかけ、本人の意向に沿わない形で聞取り

（利用者への説明もなく会話の録音等）を行うなどの心理的虐待を行った。  
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（不正請求 法第８４条第１項第６号）  

「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」（平成１１年厚生省令第３８号）に定める業務を行っていない状態

で、運営基準減算に該当する状態にもかかわらず、減算しないまま介護報酬を不正に請求し受領した。  

（虚偽答弁 法第８４条第１項第８号）  

令和７年１２月１６日の監査聞取り時において監査員の質問に事実と異なる内容を回答した。  

 

事例３） 東京都東久留米市 

１ 処分の内容 

令和８年６月１日から令和８年１１月３０日までの６か月間の新規利用者の受入停止  

２ 介護保険法に基づく処分理由  

（１）運営基準違反（介護保険法第８３条の２第１項第２号）  

介護支援専門員は、少なくとも一月に一回、利用者の居宅を訪問し利用者に面接してモニタリングを行うべきところ（介護保険

法第８１条第２項 東久留米市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例第５条 指定居宅介護支援等の事業

の人員及び運営の基準（平成１１年厚生省令第３８号）第１３条十四イロ）、１名の利用者について、担当ケアマネジャーは、令

和５年８月から令和６年３月までの間、令和６年５月から令和６年１１月までの間、及び令和７年１月、これを行っていなかった

（違反件数１６件）。  

また、介護支援専門員は、少なくとも一月に一回、モニタリングの結果を記録すべきところ（同上法同条、同上条例同条、同上省

令同条十四ハ）、上記１名の利用者について、担当ケアマネジャーは、上記のとおりモニタリングを行っていなかったにもかかわ

らず、モニタリングの結果を記録し、その他の４２名の利用者について、担当ケアマネ ジャーは、令和５年８月から令和６年１

０月までの間、及び令和７年２月から令和７年７月までの間、モニタリングの結果を記録しなかった（違反件数９０件）。  

 

（２）介護報酬の不正請求（介護保険法第８４条第１項第６号）  

令和５年８月から令和６年１１月までの間、及び令和７年１月から令和７年７月までの間、居宅介護サービス計画費（居宅介護

支援費）について、運営基準減算（介護保険法第４６条第２項 指定居宅介護支援に関する費用の額の算定に関する基準（平成１

２年２月１０日厚生省告示第２０号）別表注６ 厚生労働大臣が定める基準（平成２７年３月２３日厚生労働省告示第９５号）八
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十二）に該当するにもかかわらず、減算せずに不正に請求した。また、令和５年８月から令和６年２月までの間、居宅介護サービ

ス計画費（居宅介護支援費における特定事業所加算（Ⅱ））については、厚生労働大臣が定める基準（平成２７年３月２３日厚生

労働省告示第９５号）八十四ロに適合していないにもかかわらず、加算して不正に請求した。 

 

事例４）群馬県太田市 

１ 処分内容  指定の取り消し  

２ 指定の取り消し理由 

  〇不正請求（介護保険法第８４条第１項第６号に該当）  

  令和５年６月以降、少なくとも１４１名の利用者に対して以下に記載する運営基準に沿ったケアマネジメントを行っていなか

った。当該運営基準に違反する場合には、運営基準減算を行う必要があるにも関わらず、減算を行うことなく、不正に介護給付費

を請求し、受領していた。  

 ① アセスメントを適正な時期に実施し、記録すること  

 ② サービス担当者会議を開催すること  

 ③ 居宅サービス計画（ケアプラン）の作成をすること  

 ④ 月１度のモニタリングの結果を記録すること 

 

事例５）東京都中央区 

⑴処分内容 指定効力の全部停止３月 

⑵処分年月日 令和８年４月２日 

⑶効力停止期間 令和８年５月１日から令和８年７月３１日 

⑷処分の理由 

① 運営基準違反（介護保険法第８４条第１項第３号該当） 

アセスメントの実施、サービス担当者会議の実施、居宅サービス計画原案の作成、居宅サービス計画の同意および交付、モニタリ

ングの実施および記録が行われていなかった。 
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②介護給付費及び介護扶助費の不正請求（介護保険法第８４条第１項第６号該当） 

居宅介護サービス計画費について、運営基準減算に該当していた認識がないことに重大な過失が 

あり、減算を行わずに、不正に請求し、受領した。 

 


